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コンプライアンス 経営に関する 一考察 
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1.  はじめに び 三菱ふそうの 行動の関連性を 明らかにし企業のコンプライ 

製品の使用に よ る消費者の危険を 予防するために ，製品の監 アンス経営に 係わる法制度について 考察を行な う ものであ る   

視 ・回収義務について 定めたリコール 制度があ る． 2 ㎝ 0 年に三 
菱自動車工業及び 三菱ふそうのリコール 隠し問題 ( 以下，三菱 

リコール隠し 問題 ) が明るみになり ，現在，企業倫理と 絡んで 

2.  リコール制度と 三菱リコール 隠し問題の関連性 

表 1 及び表 2 は，リコール 制度と姉菱リコール 隠し問題の経 

リコール制度の 問題が社会的に 大きく問われている．企業が り 

コール情報を 容易に隠蔽できた 背景にはリコール 制度を含めて 

現行の法制度が 適切に機能していない 可能性があ る．自動車製 

造 に当たっては 数万点に上る 膨大な部品口を 扱 う ことになり， 国 

がこれら全ての 不具合情報を 把握することは 現実的には容易な 

ことではない．製造メーカ 一のコンプライアンス げ去律 遵守 ) 

時 的な推移をまとめた 結果であ る．これらの 表は 20 ㏄年 6 月の 

内部告発による 三菱リコール 隠し問題発覚を 境に年代を 2 つの 

フェーズに分けて 示しており，文献 5 から 11 に基づいて作成し 

た．これより ，リコール制度は 1969 年の開始以降，年代を 追っ 

て着実に厳罰化していることがわかるが ，一方でこのようなリ 

コール制度の 厳罰化と関わりなく 三菱自動車工業及び 三菱ふそ 

経営を促すインセンティフを 改めて考え直す 時機にきていると 
考えられる り ・ 2), 刃 ． 

ぅは 違反行為を改めることなく ，違反行為を 積み重ね ， 逆に違 

反行為を継続する 行動を選択していることがわかる．また ， 三 

本研究では，先行研究 4@ 知見を踏まえ ，三菱リコール 隠し 

問題を詳細に 調査することでリコール 制度と姉菱自動車工業 及 

菱 リコール隠し 問題が明るみになった 20 ㏄年 6 月以後も，国土 

交通省に対する 報告を偽る等の 違反行為を積み 重ねている・ 

表 1  1969 年から 2000 年前半までのリコール 制度と姉菱リコール 問題の経時的な 推移 ( 表中 ，口部は法規制の 変化を示す ) 

  法規制の変化 発生さ 集 二 % 自動車エ乗及び 三菱ふそ う の行劫 

1989   」コール 制 皮の曲 姑 

' 。 ' 。 ' 。 石枕神 穏 収集制度の弗 牡 

1977 。 。 " 。 拍報 " 秘 。 "" 

1978 返り 告 。 現 """""' が """ ル 『 刊 、 。 
曲 " 。 " 珪朋 

1978 ヤミ回収．リコー )L, 穏しの開始 

l9 ㏄ """"" 。 甜 検 さ "" 
l9 ㏄ XWitttfttlE 

l9 ㏄ 仮初のクラッチ 系統の破抹さ 故が発生 

1992   """ 。 。 。 " 。 卸 辞す """" 放 。 

1994 道路通法 車 " 法の ""  "" 。 一 。 。 笘 " 
出に依挺した 現在のリコール 制度が 肪始 

'"'  。 "" 一ルの 法制 " 

1995   ダンプのクラッチ 小異 合 による 物 抹さ 故 発生 

1995@ 7@ KaDaiffanBEff 

1996   クラッチ欠陥に 対するヤミ 改 傍の実施を「リコール 対策会 牡 」で決定 

1997 
  
点検と報告を 求める 「文正かつ全てであ る」と虚偽報告 

1999 WSSK&VSS&tzis@@X@-fWWSW 
". 沖 " 。 下 " 憶 。 珪 " が 田括 

1999                                 "' 。 " 。 "" 。 " 。 俺腋 

1999   バスのハ ブ の強度不足でさ 散発生 ( 広島県 ) 

1999   バスのヰ故に 閲してハ ブ の不文倉を隠 恩 

1999     運拮 省の定期検査が 行われるも 穏腋 工作を偉 統 

2" 刀 クラッテのヤミ 改 格を中止 
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表 2  2000 年 6 月から 2005 年 3 月までのリコール 制度と姉菱リコール 問題の経時的な 推移 ( 表中 ・口部は法規制の 変化を示す )   
      法規制の変 @b( 括弧内は図 l 図 2 と対応 ) 発生さ 集 三菱 自 m 卓エ業及び姉ま ふ そ う の行劫 

' ⑪ 6 内部告発の口話が 連 拾牛 に人 り ．三支リーコル 理し問拉が社会 
的に発覚 ( 図 l. 図 2 において x に対応 ) 

@ ㏄ 7 " 拾省 """ 監査 を "" 特別荘 斉で商迫柑 02% 笹 葉を明らかにするしかし l9 ㏄年 3 月以前の 
@H*tlHBI;tftffUi:l ， @*<Mf@ 

2%  8 """" 。 。 " 遠反 。 "" 捜 " 。 実施 

2 ③ g attititiiffiBiSwaaassaT-sxttsattiLfctt ， wn 

" 裁 """"" 。 "" 。 """'"". 
2 ㏄ 0 ハ ブ の 車 接子 一タを 虚偽報告 

「マル 丁 対策木部会 緩 」が 技伍的 根拠もなくハブの 交換基準を決定タイヤ 脱 

" 。 "" 。 あ "10 ㏄。 。 "" 放 Ⅰ   

  

通 穏宙 """ 田旦を "" に竹冊 " 。 入 。 
抑 Ⅰ 接寅を 。 ', '" に坊や " 地方妖光会社も 対 

窩 "" 。 耳 "" 一ム " 一 。 を 佛技 。 め 

2001   ハフ破損によるタイヤ 脱落で母子 3 名死亡ヰ抜発生 ( 横浜市 ) 

2 ㏄ @  2 

2%  2 
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@
m
2
 

  

母子死亡事故に 対する 対 集会 硅で 枝折帖 根塊 のない部品交 杖 基準を投 

  

"" 。 " 。 。 「 フ 。 ""'""" 検 ㍽。 """ 。 。 """ 。 w 。 """   

l 2 ㏄ :2 l 3 l     wG で「 珪耗 程度に 穏係 なく 3 刮でⅠ 裂 発生」とする 蝸査轄果 が提示・ l   
2 ㏄ 2   ハフ欠陥を疑った WG に常務が「他の 要因で見解をまとめるように」指示 

2002   日文雀 に 対し下山県の 運送会社がハフ 欠陥を文Ⅰで 指ほする 

も 同省はこれを 放 Ⅰ 

2 ㏄ 2   
口女 % 市 省 ) に リコー 特別 )L 蛙 対笘室 蚕を実施 が三支自助 車 トランウ・バス 開発木部 (Jll 特別 珪査 に対し止 無 報告強度検査の 一部テータを 理 燕 

2002   WG がハ ブ について「 技 面的には整備不良で 現 明 可能」と 舘甘 付けりコール 

を 国益し解散 

狗 "  @ 捜 " 轍 """ 鞄起 ㈲ 
2 ㏄ 2     トレーラ一の ウ ラッテ系枕 か 破損 ( 横浜市 ) 。 。 " 。 「 整 " 。 " が 関 " "" 桂な "'" 。 佑 報告 

  2 ㏄ 2  l 。 0  @                                                                                       @" 紀さ " 。 "" 放 1 

  2 ㎎       

 
 

三支 白め トラック・バス 部門が三支ふそうトラック・バスとして 分社化． 社技に 

ダイムラーウライスラ 一社の ビ Jl, フリートポート 氏が就任．リコー )L の検封 

。 。 """" 。 " 。 。 阻 " を続行   
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社内の技術者が「重要部品の 耐久強度の梓 何 をおざなりにしたⅠ と 指摘する 
。 ポ "' を社 。 研傍 """"   

1 2% 1l01 
  

横浜市のヰ故に 関し神奈川県下が 集 務 上過失致死 脩 容疑で姉 

菱 吉本社 笘 をま 宅 捜索     

2 期 

2% 

2% 

  

 
 
母
 ㈲
 

ル
行
 

車
 
技
付
技
 

。
 
ヤ
 
。
 
。
 
。
 

の
 
"
 
・
。
 

。
 荻
皮
 

隼
 
施
 

"
 
"
"
"
 
。
 

。
 
"
"
"
 

%
 を
 

自
け
 

 
 

1 2%  131 
 
 沖

鰍
 

 
 

  2004@   5   

 
 

鰍
 

沖
側
 
臨
 

 
 

1 2 帖 1 3 1 
2005   

目交 省は ハフ破損による 事故㏄件が全て 三支ふそうの 車両で 

起こっていることを 把在 しながら．対策を 放Ⅰ 

横浜市の事故に 関し神奈川県 甘が 接辞上世 失 致死 佑 容疑で姉 

菱自本社 韓を 再捜索     

      

" 。 。 """ 。 陥さ "" 。 

ウ ラッテ欠陥に 対する対策不備を 俺 め ．リコールの 届出 

27 日．三支ふそうトラック・バス m 会長の宇佐 典踵容援 者らを道 
路運送車両法違反 ( 血佑 報告 ) の罪で起訴．   

"" 。 。 "" 。 陥串 " 。 "" 。 。 "" 再措 斉を命令                                                                                   
    

    

起すも報告せず   

上 EE の炎上の原因をリコールとは 魚 Ⅱ 保 と報告   

l 炎上事故発生を 再び報告せず 
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X A B C D 

日 ィ寸 

図 1 三菱自動車工業のリコール 件数とリコール 台数の推移 (A ～ D. x の記号は表 2 中の法規制の 変化及び発生事象に 対応 ) 

X A B C D 

  

  

  

8 % 

6 世 

  

  

  

図 2  三菱ふそうのリコール 件数とリコール 台数の推移 (A ～ D, x の記号は表 2 中の法規制の 変化及び発生事象に 対応 ) 

ここで，三菱自動車工業及び 三菱ふそうのリコール 件数と り 照 ), リコールを隠蔽する 体質にあ ったためであ ると考えられる   

コール台数の 経時的な変化を 図 1 及び図 2 に示す・データが 得 図 1 及び図 2 において 0 で示した時期はリコールが 頻繁に実 

られた 20 ㏄年からの結果に 対して示している．これらより ，法 施された時期であ る・この時期は 2000 年 6 月の三菱リコール R. き 

規制の変化が 三菱自動車工業及び 三菱ふそ う のリコールの 件数 し 問題が発覚して 5 年が経過している 時期であ るが，この時期 

及びリコール 台数に影響に 与えているとは 言えない．これは ， になって漸く 三菱自動車工業，三菱ふそうともにリコール 件数 

我が国においてコンプライアンス 経営という鶴吉 が 求められる が増えている・この 原因としては ，マスコミ報道によって 2 社 

ようになった 2000 年以降においても ，三菱自動車工業及び 三菱 の製 R" による安全，性に 対する注目が 集まる 中 ，リコール隠し 問 

ふそうは製品自体に 不具合が生じているにも 関わらず ( 表 2 参 題を長期化することなく 素早く解決し 企業ブランドイメー 、 ジ 
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の 低下を極力避けたいという 意図が大きく 作用したものと 考え 

られる．その 一方で，表 2 に基づいて，三菱リコール 隠し問題 

の発覚以双の 法規制の変化や 問題発覚後，数年間の 三菱自動車 

工業及び姉菱ふそうの 肘 C 行動を分析すると ， 2 社の隠蔽体質 

を改善する動きは 明らかに不十分であ り，積極的なリコール 届 

出に結びついていないことがわかる．すなわち ，三菱自動車工 

業及び姉菱ふそ う のリコールに 係わる 対 C 行動は法規制の 変化 

に左右されるというよりも ，法規制が厳罰化していく 社会状況 

の変化の中で 蓄積したリコール 隠し力 瀬在 化して罰せられるリ 

スクを恐れ ， 逆にコンプライアンス 経営から遠ざかってしまっ 

た 事例であ ると言える． 

企業のコンフライアンス 経営に係わるリスクとしては ，損害 

賠償を科せられるリスク ，行政処分による 罰金を科せられるリ 

スク，企業ブランドイメージの 失墜に伴 う 経営上の損失を 被る 

リスク l2@3 つのタイプのリスクが 考えられるが ，これらの り 

スク は必ずしとも 独立には発生せず ，三菱リコール 隠し問題の 

事例分析で明らかなように 相互に併発して 発生すると考えられ 

る．長期的な 観点からは企業ブランドイメージの 失墜に伴 う 経 

営上の損失が 大きな問題となろうが ，この原因となる 事象は損 

害賠償を科せられたり ，行政処分を 科せられることであ るため， 

企業のコンプライアンス 経営の重要性は 一層重みを増している 

と言える． 

3. まとめ 

本研究では， リコール制度と 三菱自動車工業及び 三菱ふそ う 

のリコール隠し 問題の関連性を 明らかにし企業のコンプライ 

アンス経営に 係わる法制度について 考察を行なった．得られた 

知見は以下の 通りであ る． 

1) 企業のコンプライアンス 経営を一層促進するためには ，関連 

法規制の厳罰化だけでなく ，第 3 者による監査機関の 整備や 

内部告発者の 保護に関する 適切な制度設計が 必要であ る． 

2) 法規制を違反することで 発生すると考えられるリスクは 相互 

に関連しながら ，併発する． 

参考文献 

1) 上棚克朗，河本一郎 : 企業・経営と 法， 有 斐閣， 1983 

2) 武人征治，辻本勲労 : リスク管理と 企業法務一実践と 理論か 

らのアプローチ ，法律文化社， 2 ㏄ 2 

3) 加藤浩 康 : わかりやすいコンプライアス 一法律を守る「 心 」 

基礎と実践， ( 社 ) 金融財政事情研究会， 20 ㏄ 

4) 例えば，身幅茂紀 : 製品の安全性確保に 向けたリコール 法制 

度，情報開示・ 報告制度のあ り方に関する 調査研究，社会技 

術研究論文集， VO@.2., pp.313-320, 20044.]0 

5) 国土交通省Ⅳ :h 叫 //www.mlit.go,JD/ 

6)  三菱自動車Ⅳ :h 坤     //www.mitsubishi-motors.co,JP/3 叩紬 7 

7)  三菱ふそう HP  :h 幅 77w Ⅵ v.mitsubishi- 市 so.co ㎡ lIP/index.hml 
8)  アサヒ・コム :h 軸 77www.asahi.co ㎡ 

g)MSN  毎日インタラクティフ     :h 坤     //www.mainichi-msn.co.JP7 

l0)  読売オンライン :h 叩 l/wW Ⅴ・ yomiun.co.JP/ 

Ⅲ 「閉蔵 」朝日新聞オンライン 検索システム : 

h 坤 : Ⅳ wlW Ⅴ・ m Ⅱ ps.tsukuba.ac 」 p/schpls7%a-login 

l2)Sh 鉗 ， G,Matsushima, I 。 Y ㎝ amoto,M. ㎝ d  用 む yama,T.:Risk 

M ㎝ agem ㎝ t  bas 嶺 on  Perception  of  S ぬ keholdem  against 

Co 甲 orate  Br 卸 d,  Proceedings  of  P@CMET  ,05,  Pon@d 

International Conference on Management of Engineering and 

Technology ， Paper@ No ， 05R0284@ (CD ・ ROM) ， Portland ， Oregon ， 

US ん 2005.7 

一 914 一 


